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問題提起および目的
本論文は、現代日本で起こっている極めて重要な家族変
化・社会変化である少子化に関連して、その最も直接的要
因である「未婚化・晩婚化」の背景を探ることを目的とす
る。そのために、労働経済学的視点、ジェンダー論的視点、
階層論的視点、第二人口転換論的視点から、未婚化・晩婚
化の規定要因に関する実証分析を行う。
少子化と未婚化・晩婚化
近年、少子化が急速に進行し、あらゆる方面で間蓮視さ
れている云少子化と－は、出生率が人口の置換水準を持満的
に下回っている状態である。1970年代半ばに表れ始めた日
本の出生率低下は80年代以降激化し続け、1990年には
1．57ショック、2003年には1．29ショックが起こった。少
子化の原因としては、「出産の高年齢への先送り（晩産化）」
とその結果としての20代の女性の出生率低下が先進諸国
で共通している。そして、日本における出産の先送りの主
要因が、結婚の先送り、つまり「未婚化・晩婚化」である。
データおよび統計手法
本分析には、2004年に毎日新聞社によって実施された
「第1回　人口・家族・世代に関する世論調査」の個票デ
ータを用いる。本調査は、層別多段無作為抽出法で選んだ
全国250地点で、20歳～49歳までの女性4000人を対象
に実施された。調査方法は留め置き法、有効回答数は2421
人、回答率は60．5％だった。分析手法としては、統計分析
用ソフトウェア「Stata」を用いて多変量解析を行うこと
で未婚化・晩婚化の要因を探った。多変量解析モデルは、
被説明変数のタイプにまり異なる‾。被説明変数がカテゴリ
ー変数の場合は、ロジスティック回帰分析モデル（binary
logitregressionmodel）を用いた。一方、被説明変数が連
続変数である場合は、重回帰分析モデル（OLS multiple
regressionmodel）を用いた。
労働経済学的視点からの実証分析
「機会コストの高い女性は、未婚にとどまる確率が高い」
という仮説を設定し、有職者のみを対象に分析を行った結
果、「年収」が0．1％有意水準でプラスの効果を呈した。た
だし、本分析では専業主婦が除かれているため、「女性の賃
金が上昇して市場で働く効率が相対的に高まり収入が高く
なると、結婚による経済的なメリットが下がり、そのこと
が未婚化を促進している」という結論は、あくまで限定付
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きの結論であることを付記しておく。
ジェンダー論的視点からの実証分析
ジェンダー論的アプローチでは、年齢階層別効果と地域
別効果が見出された。20代では、「性別役割分業意識」が
5％有意水準でプラスの効果を呈し、「家計の主たる稼得者
としての夫役割、家庭責任を一手に担う妻役割」といった
意識を強く持っている者ほど、未婚にとどまっている現状
がある。20代は仕事と家庭の両立を目指して奮闘する時期
であるため、結婚の背景にあるジェンダー役割期待の存在
が、未婚化・晩婚化を促進している。一方、30代では、ジ
ェンダー観は未婚化・晩婚化に有意な効果を及ぼさない。
40代では、「伝統的家族観」が5％有意水準でマイナスの効
果を示し、伝統に縛られない近代的な家族観を持っている
ほど、未婚にとどまっている。伝統に縛られない新しい独
自の家族観を自ら実践している結果と言える。あるいは、
仕事と家庭の両立という葛藤の時期が終わり、自身のジェ
ンダー観が強化された結果とも考えられる。また、地域別
分析の結果、以上のジェンダー観が効果を持つのは、都市
においてのみである。
階層論的視点からの実証分析
「初職時に非正規・非典型雇用に就いた場合、その期間
は長期化し、未婚化の原因となる」という仮説を検証した。
20～34歳の比較的若年層の女性に限定した場合、本仮説が
立証され、コーホート効果が明らかになった。
第二人口転換論的視点からの実証分析
仮説1：「伝統的な家族観が崩壊して個人主義化が進んだ
ことが、未婚化・晩婚化の要因である」、仮説2：「伝統的
価値観が強い社会（すなわち農村）では、個人主義化は未
婚化・晩婚化の要因とはならないが、近代的価値観が強い
社会（すなわち都市）では、個人主義化が未婚化・晩婚化
の要因となる」を検証した結果、都市居住者の場合のみ「個
人主義度」が1％水準で有意となり、個人主義化が進むこ
とが未婚化につながっている。すなわち、都市部では個人
主義的価値観が未婚化に対して影響を与えるほど効果を持
っており、日本においても、都市部においては、「自己表現
や自己実現を重視するように価値意識が変化し、個人の自
己実現が最も大切な価値となったことが未婚化・晩婚化の
要因である」という、欧米先進諸国と同様の価値変動仮説
が当てはまる。
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